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●博士学位請求論文要旨
日本の児童「健全育成」に果たした母親クラブの役割
序章は，研究の目的と方法である．本研究の目
的は，地域の子育て家庭に対する母親クラブの役
割を手がかりにすることで，日本の健全育成の特
質を明らかにすることである．
まず，第1節において，研究の背景と目的を明
示した．日本の児童「健全育成」は，子どもを対
象としながら，一方で，子どもを受動的な立場の
者として捉え，国が国民に課した義務である「児
童を健全に育成する義務」（児童福祉法第1条）に
基づいて規定されている．なお，「健全育成」とは，
国際的にみても日本固有の概念であり，国の介入
によるその具体化を検証する意味を込めて，論文
タイトルには，「健全育成」（括弧付き表記）と表
記し，児童「健全育成」（以下，健全育成とする）
とした．
母親クラブとは，地域の子育て家庭を対象とす
るボランティア組織のことをいう．
日本の健全育成における母親クラブの役割は，
その時々の国の方針に対応してその位置づけが変
化しており，そのことは，日本の児童福祉さらに
は社会福祉施策を象徴している．したがって，日
本の健全育成と母親クラブの関係性を歴史的に分
析することは，固有の概念である健全育成の成立
と展開過程を知るうえで価値があると考えられる．
また，戦後日本の健全育成は，すべての児童を
対象とする児童福祉法の理念を具体化するために，
児童厚生施設を活用してきたと言われている．そ
して，その主たる場は児童館であるとされている．
しかし，児童館を設置している基礎自治体は，全
国の約6割にとどまっている．このように日本の健
全育成が，実際に児童館を活用して展開されてき
たのだとすれば，全国で児童館の設置されていな
い約4割の基礎自治体では，どのようにして健全育
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成を展開してきたのだろうか．
筆者は，地域で児童館と連携しながら健全育成
のマンパワーとして活動する母親クラブというボ
ランティア組織にかかわるなかで，母親クラブは，
児童館のない地域においても，健全育成のマンパ
ワーとして活動する存在であることに気がついた．
児童館のない地域においては，たとえば公民館な
どを活動拠点とするような母親クラブが存在して
いたのである．
これまでの日本の健全育成は，児童館をとおし
て実施される施策であると捉えられてきた．しか
し，児童館の地域展開が不十分であった地域にお
いては，健全育成のマンパワーとして活動する母
親クラブによって地域展開されてきた可能性があ
る．
母親クラブは，1948（昭和23）年に厚生省児童
局長通知の「母親クラブ結成及び運営要綱」によっ
て発足した．その後，任意のボランティア団体で
あるにもかかわらず,1973(昭和48)年には，国
庫補助制度が導入され,2012(平成24)年に一般
財源化されるまで，地域の子育て家庭に対するボ
ランティアを対象とした唯一の国庫補助制度に
よってその役割を継続されてきたという特徴があ
る．全国地域活動連絡協議会（旧全国母親クラブ
連絡協議会）を全国組織として,2011(平成23)
年10月現在l,970クラブに約8.2万人の会員が所属し
ている．このように，母親クラブは，地域の子育
て家庭を対象とする健全育成のマンパワーである．
つまり，日本の健全育成の展開過程においては，
健全育成の場としての児童館と，地域の子育て家
庭を対象にする母親クラブという両方の存在を確
認することができるのである．
これまでの日本の健全育成を分析しようとする
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場合，健全育成にかかわる母親クラブが，地域の
子育て家庭をとおして展開されていたとするなら
ば，場としての児童館による一般児童対策だけで
は，健全育成の実態を十分に説明することができ
ないと判断することができ，日本の健全育成の特
質を明らかにするために，地域の子育て家庭に対
応してきた母親クラブに着目することにした．
以上のことから，筆者は，日本の健全育成と母
親クラブの関係性を歴史的に分析するためには，
国の介入の具体化の検証が不可欠であると判断し
た．とくに地域の子育て家庭に対する母親クラブ
の役割を手がかりにすることで，日本の健全育成
の特質を明らかにすることを研究の目的とする．
次に，第2節では，研究の方法を提示した．日
本の健全育成政策に関係してきたと思われる母親
クラブの役割の解明のために，まず，健全育成の
場として捉えられてきた児童館の歴史的な時期区
分と，地域の子育て家庭を対象とする母親クラブ
の役割の歴史的な時期区分の整理を実施した．そ
のうえで，健全育成の取り組みからみた母親クラ
ブ活動の特徴を抽出するために実施したインタ
ビュー調査と，全国調査の結果を分析した．それ
らを歴史的な展開過程と照らし合わせることに
よって，母親クラブによる健全育成の取り組みに
関する考察を行った．そのうえで，日本の健全育
成を構造化した．
第1章は，健全育成の概念整理と先行研究であ
る．
児童福祉における理念であるはずの日本の健全
育成は，国の意志と子どもの実態とが乖離した概
念のままであった可能性がある．ところが，これ
までの日本の健全育成においては，異論が出てい
たにもかかわらず，健全育成そのものに関する十
分な議論がされてこなかった現状において，この
ような矛盾をかかえたまま，位置付けられてきた
のである．したがって，本論文で用いる健全育成
とは，日本の児童福祉の理念を具体化しようとす
る国の施策範囲であって，国の介入によって国の
意志を実現するための施策のことをいう．
母親クラブの先行研究からは，これまでの日本
における健全育成研究においては，健全育成の場
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と考えられてきた児童館がその研究対象となり，
地域のボランティア組織である母親クラブは，研
究対象として取り上げられにくい対象であったと
考えられる．
健全育成に関する先行研究からは，いずれも，
健全育成の概念整理まで踏み込んでいないかもし
<は，健全育成の概念の不十分さを指摘するにと
どまっている．
また，健全育成という用語の意味合いについて
は，世界的に共通の概念が見当たらない．海外で
は，子どもの能動的な発達という捉え方をするこ
とに対して，国内では，子どもを受動的な存在と
して捉えるニーズ対応型アプローチに近い．国際
的には，子どもの能動的権利の実現という観点か
らの権利基盤型アプローチや,OECD(経済開発
協力機構）による，早期の子ども期から公的資金
の投入を維持・強化していくことなどが提言され
ているが，こと日本においては,OECD加盟国の
なかでも最低水準にある．早期からの公的支出を
基盤としながらの権利基盤型アプローチへの変容
は，世界的な潮流であることから，日本の健全育
成の向うべき方向性として示唆されるものである
と考えられる．
第2章は，健全育成の成立と歴史的な展開につ
いてまとめた．
まず，国によって健全育成がどのように進めら
れてきたかについて，健全育成政策の成立と展開
の全体像を整理するために，関係する政策の分類
を実施した主たる健全育成政策の担当省庁であっ
た厚生労働行政と文部科学行政の基本的な考え方
と施策，省庁間の調整役を果たした内閣府の基本
的な考え方と施策についてまとめた．
児童館における健全育成概念の成立について，
日本の場合は，国の介入によって母親クラブを活
用し，母親クラブ国庫補助金という安価な仕組み
によって家庭をとおした健全育成を展開しようと
したのではないか．そのような考え方を基盤とす
る厚生行政によって，児童館は，原則的に一般児
童対策としての位置づけを明確にしながら，健全
育成＝児童館という捉え方によって展開されてき
た．
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次に，国による子ども保護施策との関連が無視
できないと考えられる児童館の役割における歴史
的な展開の時期区分を試みた．
(1)I期(1947～1962年):非行対策から一般児
童対策へ
（2）Ⅱ期(1963～l973年):留守家庭児童対策の
追加
（3）Ⅲ期(1974～1993年):家庭対策
（4）Ⅳ期(1994～2011年):少子化対策の追加
このような児童館の変遷から，国による子ども
の保護施策が，児童館の役割を変容させてきたこ
とを確認することができる．そのため，戦後から
スタートした一般児童対策による健全育成は，児
童館だけでは順調に展開できなかったことがわか
る．児童館は，国庫補助制度の導入(1963年）を
契機に一般児童対策の展開を図るはずが，実際に
は，留守家庭児童対策としての子ども保護が展開
されることになった．そこで，一般児童対策とし
ての健全育成を保つために，母親クラブを巻き込
みながら進められていくことになる．つまり，児
童館の展開過程において，児童館だけでは，一般
児童対策を担うことができなかったのである．
さらに，健全育成を担った母親クラブの役割と
その変遷について時期区分をおこなうと，以下の
ようになる．
(1)I期(1947～1961年):児童文化向上の担い
手
（2）Ⅱ期(1962～1972年):事故防止対策から家
庭対策へ
（3）Ⅲ期(1973～1993年):児童館との連携強化
と家庭対策
（4）Ⅳ期(1994～2012年):少子化対策および子
育て支援への対応
国は，母親クラブ国庫補助制度導入(1973年）
によって，具体的な活動内容を指定し，母親クラ
ブに報告の義務を課している．これらの活動内容
の指定や報告義務は，母親クラブをとおして母親
教育を徹底するという国の介入によるプログラム
であると考えられる．母親クラブが時代背景によっ
てその役割を変容できたということは，国の介入
によって，母親クラブの役割の変容を迫られても
柔軟に対応することができたことを意味するので
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はないか
第3章では，全国調査とインタビュー調査で明
らかになった，健全育成の取り組みからみた母親
クラブ活動の特徴についての分析と考察を試みた．
全国調査からは,1973(昭和48)年の国庫補助
制度導入以降の母親クラブ増設傾向や，地域性を
問わない全国展開の実態および，母親クラブリー
ダーによる地域や家庭への具体的なかかわりなど
が明らかになった．
インタビュー調査からは，「基本的には官製」で
ある母親クラブの役割によって，地域の母親たち
の組織化が進められてゆく実態などが証言されて
いる．また，国庫補助制度導入の背景には，児童
館における保護が大きく影響している実態も証言
によって明らかになっている．
つまり，母親クラブは，児童館を活動拠点とす
ることで，児童館を「保護機能」として利用して
いた放課後児童クラブに所属する子どもや母親を
対象としながらも，同時に，児童館による「予防
機能」の対象となる地域のすべての児童の健全育
成をも保持するためのマンパワーとして位置付け
られた．母親クラブは，母親教育の強化と地域活
動の担い手の強化という二面性を活用しながら「家
庭役割の補完」を展開させることによって，児童
館における「保護機能」と「予防機能」のバラン
スを両立させ，日本の健全育成の枠組みを保つ役
割を果たしたのである．
次に，分析した母親クラブ活動の特徴をもとに，
母親クラブによる健全育成の取り組みに関する考
察を実施したその結果,(1)母親クラブの官製化，
（2）全国組織化による母親クラブの普及効果,（3）
母親クラブの変容とその二面性，（4）母親クラブ
が果たした役割，について明らかにすることがで
きた．このような母親クラブによる健全育成の取
り組みは，母親クラブに対する国庫補助制度の導
入によって促されることになる．
つまり，国は，資金をかけて地域に健全育成の
場を整備しようとしたのではなく，母親クラブに
対する国庫補助金というわずかな資金によって，
地域の子育て家庭に介入することを可能にし，そ
の家庭をとおした健全育成を実現しようとしたの
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である．
そして，日本の健全育成は，児童館の普及によっ
て一般児童対策が果たきれたのではなく，むしろ，
一般児童対策を十分に展開させるために，児童館
に母親クラブによる家庭役割の補完を取り込むこ
とによって，留守家庭児童を含む地域のすべての
家庭を対象とすることを可能にする健全育成の実
態が明らかになった．母親クラブの役割を地域で
保持することによって，日本の健全育成が推進さ
れていく実態を明らかにすることができた．
第4章では，インタビュー調査と，全国調査の
結果を歴史的な展開過程と照らし合わせることに
よって，日本の健全育成の構造を明らかにした．
母親クラブは，計画的に各地域に組織されるも
のではなく，あくまで地域の母親たちの任意にも
とづいて母親グループが組織され,その母親グルー
プが対象にされる性質であることに特徴がある．
そして，母親クラブは，必ずしも，児童館を拠点
としていない．つまり，母親クラブは，児童館と
の一体的組織ではなく，独自組織だったのである．
児童館における母親クラブ活動の展開から，健
全育成の構造を以下のように整理した．
(1)予防機能としての健全育成
（2）保護機能としての健全育成
（3）家庭役割の補完を果たす健全育成
（4）子育て支援機能の追加とターゲットの変化
健全育成の展開には母親クラブが必要だった．
地域の母親たちを良き母親として教育しながら，
同時に地域支援を展開する場としては，児童館は
最適の場であったと考えられるが，児童館はあく
まで母親クラブの活動拠点としての場の役割であ
り，健全育成の主体は母親クラブだったのである．
第5章は，母親責任の徹底による健全育成から
新たな地域支援への展望をまとめた．
第1節では，結論として，日本の健全育成は，
社会的な環境条件の整備によって徹底されたので
はなく，地域のなかの家庭とりわけ母親をとおし
て母親責任を徹底されてきたことを明らかにする
ことができた．日本の健全育成は，地域や家庭に
いながら子どもを育てるという母親を想定したの
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であり，その中核的役割を果たしたのが母親クラ
ブであった．国は，母親クラブのもつ役割を活用
することによって，地域の子育て家庭に対する介
入を具体化していたのである．
結果的に，母親クラブが担わされたのは，地域
の母親たちを対象としながら，国の介入の具体化
である家庭をとおした「健全育成」であり，その
意味において日本の児童「健全育成」は果たされ
たことになる．しかし，地域のすべての子どもを
対象としながら，児童福祉法の理念の具体化であ
る子どもをとおした健全育成は果たされなかった．
すなわち，日本の健全育成の実態は，場によっ
て形成される健全育成ではなく，健全育成の対象
でもあり担い手でもある，人によって形成される
健全育成だったのである．そして，その際の健全
育成の対象は，子どもではなく地域の子育て家庭
であり，地域において家庭をとおした母親責任の
徹底を果たすことが，日本の健全育成の特質であっ
たことが明らかになった．
これまでの健全育成研究において，健全育成＝
児童館という考え方が一般的な捉え方として展開
されてきた理由は，そのような日本の健全育成の
特質が明らかにされてこなかったからである．
第2節では，今後の展望と課題をまとめた．
2012(平成24)年に，母親クラブの国庫補助制度
が廃止された．その背景には，少子化対策による
子育て支援への対応が緊急の課題となり，母親ク
ラブに限らない幅広く地域のNPO組織を活用する
地域支援の展開が必要とされたことにある．した
がって，日本の健全育成は，国主導から地域住民
が主体となる取り組みへと変容していくタイミン
グでもあると考えられる．しかし，その市民性は，
国際的な権利基盤型の人権モデルに基づくもので
はなく，あくまで互酬|性による道徳モデルに基づ
く市民性である．
いずれにしても，時代の変遷とともに，市民性
を育む母親教育の場までも失われてしまおうとし
ている．一方で,任意団体だった母親クラブ組織が，
自主財源を確保しながらNPO法人格等を取得する
ような市民性を基盤とした新たな地域支援の展開
も出始めている．今日的には，母親クラブの位置
づけを変化させ，地域の幅広いNPO活動等を活用
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することによって，新たな地域支援として受け継
がれてきた一面をみることができる．
そして，このような新たな地域支援の展開が，
今こそ地域のすべての子どもたちに必要な地域支
援の方法となるためには，権利基盤型の人権モデ
ルに基づく地域支援となることが求められている．
さらに詳細な研究を進めることによって，他に類
をみない日本の健全育成の特質を明らかにするこ
とができると考えられ，今後の研究上の重要な課
題である
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